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˲├ Ὂᵃ˳ 

̻2017ˢ 29x ̼ 

☼ם   

5月 1日 第５次稚内市総合計画策定方針の決定 

5月 30日 第５次稚内市総合計画策定委員会委員の任命 

6月 7日 第１回総合計画策定委員会 

7月 21日～8月 7日 市民意識調査（まちづくりに関するアンケート調査）の実施 

8月 9日～8月 31日 稚内市総合計画審議会公募委員の募集 

8月 31日～10月 14日 各種ワークショップの開催（全４回） 

10月 31日 稚内市総合計画審議会委員の委嘱 

10月 31日 第１回総合計画審議会（諮問） 

11月 8日 第２回総合計画策定委員会 

12月 8日 第３回総合計画策定委員会 

 

̻2018ˢ 30x ̼ 

☼ם   

3月 16日 第２回総合計画審議会 

6月 12日 第３回総合計画審議会 

8月 28日 第４回総合計画審議会 

10月 22日 第５回総合計画審議会 

10月 29日 審議会から市長への答申 

11月 1日～11月 14日 総合計画（素案）に対するパブリックコメント 

12月 11日 第６回市議会定例会【議決】 
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ṕỄṖ  

Ẍ ṕ שּ ︣ ṇ Ṗ 

・調査期間 ：2017（平成 29）年７月 21日～８月７日まで 

・調査対象 ：市内居住の 18歳以上の方 2,000人（無作為抽出） 

・有効回収数：495（回収率：24.8％） 

※ 調査結果の概要は 124頁に記載しています。 

 

Ẍ ṇ  

・実施期間  ：2017（平成 29）年８月～10月 

・実施回数  ：４回 

・延べ参加人数：124人 

☼ם  Г˔Ы ╥ᴥ  ╥ᴥּי 

 8月 31日 
人が住みたくなるような街並みって

何だろう 
関係企業団体・一般公募 42人 

 9月 6日 
住み慣れた地域で”いつまでも””幸

せ”に暮らし続けられる街 
関係企業団体・一般公募 35人 

 9月 7日 
未来を担う子ども達へ ～10 年後の

ためにできること～ 
関係企業団体・一般公募 32人 

10月 14日 
若い世代が考える稚内がより良くな

るためのアイディアを出し合おう 
市内大学生・高校生 15人 

 

Ẍ  

・募集期間 ：2017（平成 29）年８月 9日～８月 31日まで 

・応募人数 ：８人（選考の結果、全員を公募委員に決定） 

 

Ẍ  

・募集期間   ：2018（平成 30）年 11月 1日～11月 14日 

・提出された意見：０件 

  



 

113 

з
 

⌐
≈
™
≡ 

и
 

─

≤

 

й
 

╕
∟
≠
ↄ
╡
─

⌂

ⅎ

 
к

 
 

л
 

 

⌂

ⅎ

 

⌐

∆
╢

 
 

 
 

 
 
м

 

─

 
н

 
 

ṕễṖ  

・学識経験者、民間団体等の代表者、関係行政機関の職員、公募市民など、計 25人で構成 

・市長の諮問に応じて、総合計画について調査・審議を行う（全５回開催） 

 

ểṖ  

 Ⱳʾ  ︠σṳ  

第１回 

2017（平成 29）年 10月 31日 

10時 30分～11時 30分 

稚内市役所５階 正庁 

・会長・副会長の選出 

・諮問 

・第５次総合計画策定方針について ほか 

第２回 

2018（平成 30）年３月 16日 

10時 00分～11時 05分 

稚内市役所５階 正庁 

・第５次総合計画基本構想について 

第３回 

2018（平成 30）年６月 12日 

15時 00分～15時 50分 

稚内市役所４階 第一委員会室 

・第５次総合計画基本構想について 

・今後のスケジュールについて 

第４回 

2018（平成 30）年８月 28日 

15時 00分～16時 00分 

稚内市役所４階 第一委員会室 

・第５次総合計画将来像について 

・第５次総合計画基本計画について 

第５回 

2018（平成 30）年 10月 22日 

15時 00分～16時 00分 

稚内総合文化センター２階 会議室 A 

・第５次総合計画（素案）について 

・答申書（案）について 
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⅜ 30 ╩ ∫≡ ⅜ ∆╢↓≤⅛╠⁸
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⌐ ⇔≡⁸ ⌂ ⁸ ⌐ ⇔√ ╩™√∞ↄ√╘⁹ 
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29 10 31 ↑ 1174 ≢ ─№╡╕⇔√₈ ─

┘ ₉⌐≈™≡⁸ ≢ ⌐ ╩ ⌡√ ⁸ ─≤⅔╡ ⇔╕∆⁹ 

⌂⅔⁸ ─ ≢№╢₈ ≤ ≤ ─ ╖ ⅜ ⅝ ⇔ ↑╢╕∟ ₉─ ─

√╘⁸ ≢─ ⅛╠─ ╩ ⌐ ╕ⅎ⁸ ⌐ →╢ ⅜ ⌐ ↕╣╢↓≤

╩ ↄ ⇔╕∆⁹ 

 

ủ ─ ╩ ⅎ√ ⌐⁸ ─ │ ↑╠╣⌂™↓≤∞⅜⁸ ⅝⌐ ⅎ╢≤⁸⅔

™ ⅜ ⅎ╢╕∟⌐⌂╢≤™℮↓≤≢⁸ ≤ ─ ⅜╡╩↓╣╕≢ ⌐ ⌐⇔√╕∟≠ↄ╡

╩ ╘≡™√∞⅝√™⁹ 

ủ ⌐ ⅜ ╪≢™╢─│⁸ ╙⅜ ⇔≡ ╠∆↓≤⅜≢⅝⁸™⅝™⅝≤ ≢⅝╢╕∟

≢№╡⁸∕℮™℮╕∟╩ ⇔≡⁸ ─╕∟≠ↄ╡╩ ╘≡™√∞⅝√™⁹ 

ủ ™ ─ ╛ ╩fiכ♃ ∆╢√╘⌐│⁸ ↄ ─ ⅜ ≢№╢⁹∕─√╘⁸ ™

⅜ ⅝√™≤ ⅎ╢ ⌂ ≠ↄ╡⌐ ↑≡⁸ ≤⌂∫√ ╩ ⇔≡™√∞⅝√

™⁹ 

ủ ↕╠⌂╢ ⅜ ╕╣╢ ⁸ ─ ⌐ ↑≡⁸ ≢ ⅎ ℮ ≠ↄ╡╛

≤⅛╠∞─ ≠ↄ╡⌂≥⁸ ₁⌂ ╩ ⌐ ╘≡™√∞⅝√™⁹ 

ủ ⌐╦√╢ ה ╩ ⌐ ∆╢ ≢⁸ ─ ╛ ⌂ ⌂≥⁸↓─╕∟

─ ╖╩ ⌐ ⅛⇔⌂⅜╠⁸ ─ ≤│ ⌂╢₈ ⌂╠≢│₉─ ╩ ⌐ ╘≡

™√∞⅝√™⁹ 

ủ ─ ⌐≈™≡⁸∕╣∙╣─ ╩ ⌐ ≢⅝╢ ─ ⌐ ╘╢≤≤

╙⌐⁸≥─╟℮⌐ ╩ ⇔√─⅛⅜ ⅛╢╟℮⁸ ╙ ⇔≡™√∞⅝√™⁹ 
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ễṖ  

昭和 46年６月 23日条例第 19号 

改正 

昭和 46年９月 30日条例第 20号 

昭和 54年６月 28日条例第８号 

平成 16年３月 24日条例第１号 

（設置） 

第１条 本市の総合計画に関して市長の諮問に応じ、必要な調査及び審議を行うため、稚内市総合計画

審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員 32人以内をもって組織する 。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する 。 

(１) 学識経験のある者  ８人以内 

(２) 民間団体等の代表者 ８人以内 

(３) 関係行政機関の職員 ８人以内 

(４) 一般公募による市民 ８人以内 

（会長及び副会長） 

第３条 審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、審議会の答申が終了するまでの期間とする。 

（会議） 

第５条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

（部会の設置） 

第６条 審議会に専門の事項を調査及び審議させるため必要があるときは、部会を置くことができる。 

２ 部会は、委員のうちから会長が指名する者をもって組織する。 

３ 部会に部会長及び副部会長１人を置き、当該所属部会の委員の互選により選出する。 

４ 部会の会議は、前条の規定を準用する。 

５ 部会長は、必要があると認めるときは、部会の会議に当該所属部会の委員以外の者を出席させ、意

見を求め、又は説明を求めることができる。 

６ 部会長は、部会の会議において審議し、又は調査した事項を審議会に報告しなければならない。 

（会長への委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 46年９月 30日条例第 20号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和 46年８月 11日から適用する。 

附 則（昭和 54年６月 28日条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 16年３月 24日条例第１号） 

この条例は、平成 16年４月１日から施行する。（後略）  
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ṕ Ḳ2017ṕ 29Ṗ 10 31 Ṍ2018ṕ 30Ṗ 10 29 Ṗ 

 

会 長  達  英二 

副会長  斉藤 吉広 

Ỹ  ♃     ― 

学識経験者 

藤 田 幸 洋 稚内日ロ経済交流協会 国際交流 

斉 藤 吉 広 稚内北星学園大学 地元大学 

大 山   隆 稚内市教育委員会 教育関係（途中退任） 

森   容 子 稚内市教育委員会 教育関係（H30.4.26就任） 

越後屋   亨 稚内大谷高等学校 教育関係 

櫻 井 晴 邦 宗谷医師会 医療関係 

永 井   允 稚内市町内会連絡協議会 住民自治（途中退任） 

瀧   勝 彦 稚内市町内会連絡協議会 住民自治（H30.3.16就任） 

糀 屋 義 明 稚内市社会福祉協議会 福祉関係 

石 田 一 由 稚内市民生児童委員連絡協議会 福祉関係（途中退任） 

池 田 昭 良 稚内市民生児童委員連絡協議会 福祉関係（H30.3.16就任） 

民間団体等 

代表者 

達   英 二 稚内商工会議所  

葛 西 英 裕 稚内機船漁業協同組合  

木 播 武 志 宗谷漁業協同組合  

勝 部 倫 行 稚内農業協同組合  

富 田 伸 司 稚内市建友会  

瀬 川 耕 市 稚内観光協会 （途中退任） 

波 間 常次郎 稚内観光協会 （H30.6.12就任） 

田 辺   浩 稚内信用金庫  

関係行政機関 

職員 

阿 部 直 哉 北海道開発局稚内開発建設部  

黒 田 研 一 北海道宗谷総合振興局 （途中退任） 

齋 藤 冬 樹 北海道宗谷総合振興局 （H30.10.22就任） 

一般公募市民 

白 川 哲 也   

中 里 真由美   

岩 﨑 良 平   

大 谷 由美子   

飯 田   光   

木 村 泰 優   

中 島 拓 人   

後 藤 陽 子   

（敬称略） 
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ṕỆṖ ệ  

・第５次総合計画の策定作業を行うための庁内組織として設置 

・委員については市長が指名する市職員 26人で構成（当初は 27人） 

・任期は 2017（平成 29）年５月 30日から第５次総合計画の策定が完了するまで 

・計３回の全体会議のほか、３つの部会ごとの部会会議や正副委員長・部会長会議を随時開催 
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̓ ◕ ύ  

昭和43年４月１日告示第24号 

わたくしたちは、氷雪の門のあるところ秀峰利尻富

士と樺太を望む、日本北端の都市稚内の市民です。 

わたくしたちは、きびしい風土のなかから、たくま

しく前進する稚内をつくることを誇りとし、この憲章

を定めます。 

自然を愛し、うつくしい緑のまちをつくりましよう。 

生産を高め、ゆたかな暮しのまちをつくりましよう。 

文化を育て、あたたかい心のまちをつくりましよう。 

きまりを守り、あかるい住みよいまちをつくりまし

よう。 

子どもたちに、しあわせな希望のまちをつくりまし

よう。 

 

 
̓◓Ӿο ◕ ᾠ 

昭和61年６月７日議会議決 

日本最北端の国際都市・稚内は、戦争のない世界平

和と美しい自然、かおり高い文化を永遠に願うふるさ

とでありたい。 

ふるさとの次代を担う子どもたちのすこやかな成

長と平和なまちづくりをすすめることは、すべての大

人の責任である。 

この願いをこめたふるさとづくりは、わたくしたち

市民の責任である。 

わたくしたち稚内市民は、市民ぐるみの子育てと平

和をもとめる運動の責任と義務を自覚し、市民一人ひ

とりのたゆまぬ努力を誓って、ここに「子育て平和都

市」を宣言する。 

 

 
̓ІЪ˔Б ◕ ᾠ 

昭和56年12月５日議会議決 

私たち稚内市民は、スポーツを通じて心と体を鍛え、

豊かで明るい郷土を築くため、次の目標を掲げここに

「スポーツ都市」の宣言をします。 

１ すべての市民がスポーツに親しみ、たくましい 

心と体力をつくりましょう 。 

２ すべての市民がスポーツの仲間をつくり、友情 

と連帯の輪をひろげましょう。 

３ すべての市民がスポーツを生活にとり入れ、創 

造性と人間性あふれるまちづくりをすすめまし 

ょう。 

 

 
̓ ◕ ᾠ 

昭和44年12月24日議会議決 

昭和44年12月27日宣言 

われわれは、全世界の永遠の平和と、全人類の繁栄

を念願とする世界連邦建設を強く希求し、平和を愛す

る市民の強い意志に基づいて、稚内市を永遠に平和都

市として全世界に明らかにするとともに、市民あげて

世界平和確立のため不断の努力をすることを誓い、こ

こに平和都市の宣言をする。 

 

 

 

 

 

 

 
̓ӗ ◕ ᾠ 

昭和37年９月18日議会議決 

わが国における産業経済の成長と生活文化の向上

は近年著しいものがあり、わが稚内市も中央埠頭を頂

点とする港湾の整備を中心に市勢も各方面にわたり

拡大されてきたが、その反面産業災害、学校及び家庭

における災害、交通事故、水火災等の続発による悲惨

な災害は、まことに憂慮にたえないところである。 

もとよりかかる災害を防止するための措置は、それ

ぞれの分野において積極的に実施されているが、われ

われは、むしろ進んで市民の生命尊重と、産業文化伸

展の理念のもとに、各種災害をより効果的に防止する

ため、稚内市各階層を打って一丸とする全市民運動を

強力に推進し、市内の隅々に至るまで、市民のすべて

が安全を願い、安全を習慣化するよう啓発することの

必要性を痛感するものである。 

よってわれわれは、国民安全の日制定の意義を理解

し、本市における各安全組織の総合的連けいのもとに、

市民生活のあらゆる面において安全を確保し、明るく、

住みよい、心豊かな都市建設を目指し、ここに、稚内

市を「安全都市」とすることを宣言する。 
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̓ḕẽ ◕ ᾠ 

平成23年３月１日議会議決 

私たちの住む稚内市は、日本の最北に位置し、日本

海とオホーツク海に囲まれ、対岸にサハリンを望み、

利尻礼文サロベツ国立公園をはじめとする雄大で豊

かな自然に恵まれた美しい風のまちです。 

地域資源である豊かな自然の恵みは、水産・酪農・

観光など私たちの暮らしに大きな潤いと安らぎをも

たらしてくれました。 

一方で私たちの暮らしの営みは、経済の成長と生活

の利便性を追求するあまり、限りある資源を大量に消

費し、私たちの共有財産である地球環境を大きく傷つ

けています。 

私たちは、その現実を深く受け止め、これまで自然

エネルギーの導入やライフスタイルの見直しに努め

てきました。 

私たち稚内市民は、「人と地球にやさしいまち」を目

指し、稚内の豊かな自然や、かけがえのない地球環境

をより良好なものとして次の世代に引き継ぐため、自

ら環境保全活動に参加し、環境に負荷をかけない行動

をすることをここに宣言します。 

 

ふるさとの豊かな恵みがこれからも続くように、人

と自然が共生する環境にやさしい暮らしをします。 

先人が残した美しい景観や歴史・文化を守り伝え、

ふるさとを愛する心を育みます。 

きれいな水と空気を守り、健康で安心して暮らせる

まちをつくります。 

限りある資源を大切にし、風や太陽などの地球にや

さしいエネルギーを活用した地域社会の姿を、全世界

に発信します。 

市民、事業者、市が協働し、積極的に環境保全活動

に取り組みます。 
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平成19年１月30日条例第１号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 まちづくりの基本原則（第４条） 

第３章 情報の共有（第５条－第７条） 

第４章 参画と協働（第８条－第13条） 

第５章 市民（第14条・第15条） 

第６章 市長等（第16条・第17条） 

第７章 市議会（第18条－第20条） 

第８章 市政の運営（第21条－第29条） 

第９章 子育て平和運動の推進（第30条） 

第10章 国際交流の推進（第31条） 

第11章 安全安心なまちづくり（第32条－第34条） 

第12章 自然環境との共生（第35条） 

第13章 補則（第36条） 

附則 

わたしたちは、東にオホーツク海、西に日本海の潮

風を感じ、水平線に美しく浮かぶ利尻富士を眺（なが）

めることのできる自然豊かな最北のまち稚内市に暮

らしています。 

わたしたちのまちは、厳しい風雪をエネルギーに変

え、まちぐるみで子どもたちの成長を見守り、北にサ

ハリンの島影を望んで国際交流を担（にな）い、生活

を支える水産、酪農、 観光の発展のためにも努力を続

けています。 

わたしたちは、アイヌ語で「ヤム・ワッカ・ナイ」

（冷たい水の出る沢）と名づけられたこの地に勇気と

情熱を注いできた多くの人々に感謝し、このまちの一

員であることを誇りに思い、これからもこのまちを愛

していきます。 

だからこそ、わたしたちは今、市民一人一人がまち

づくりの主役であることを自覚し自らこのまちの将

来を考えて行動し、互いに信頼し合って、よく伝え合

い、話し合い、力を合わせていくことを誓います。 

そして、このまちを担（にな）う子どもからお年寄

りまでのすべての市民が安心して集い、心豊かに暮ら

せるまちを目指し、この条例を制定します。 

わたしたちは、この条例をまちづくりの原点とし、

その心を大切に育みます。 

 

 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、本市のまちづくりに関する基本

的な事項を定めることにより、市民、市議会、市が

相互の役割と責務を理解し合い、共に手をたずさえ

て豊かな地域社会を築くことを目的とします。 

（条例の位置付け） 

第２条 この条例は、本市のまちづくりに関する基本

的な事項を定める最高規範であり、市議会と市は、

他の条例、規則などの制定や改正、廃止又はまちづ

くりに関する計画の策定や変更を行うときは、この

条例の趣旨を踏まえて、整合性を図ります。 

（ことばの意味） 

第３条 この条例で使う「まちづくり」とは、自らが主

体となって、豊かな暮らしを営むために、地域社会

を築いていく活動をいいます。 

２ この条例で使う「市民」とは、次のいずれかに当

てはまるものをいいます。 

(１) 市内に住む人 

(２) 市内の事務所や事業所で働いている人 

(３) 市内の学校などに通う人 

(４) 市内で事業を営むものや市内で活動する団体 

３ この条例で使う「市」とは、市長、教育委員会、

選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、農業委員

会、固定資産評価審査委員会をいいます。 

４ この条例で使う「参画」とは、市民がまちづくり

に主体的に参加し、行動することをいいます。 

５ この条例で使う「協働」とは、市民、市議会、市

が、それぞれの役割と責務のもとで、まちづくりの

ために対等な立場で共に考え、協力し、又は行動す

ることをいいます。 

６ この条例で使う「コミュニティー」とは、住んで

いる地域を単位とした町内会、テーマ別に活動して

いるボランティア団体などの心豊かな生活を目指

して結ばれた多様な組織をいいます。 

７ この条例で使う「審議会等」とは、市の事務事業

の実施に必要な審議、調査などを行い、市に対して

参考意見を提供するため、市民、学識経験者、関係

団体の代表者などで構成された機関をいいます。 
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第２章 まちづくりの基本原則 

（基本原則） 

第４条 まちづくりの基本原則は、次のとおりとしま

す。 

(１) 市民、市議会、市が、まちづくりに関する情報

を共有すること。 

(２) 市民一人一人が自ら考え行動し、まちづくりに

参画する機会が保障されること。 

(３) 市民、市議会、市が、それぞれの役割と責務を

認識し、協働してまちづくりを行うこと。 

 

第３章 情報の共有 

（情報の提供） 

第５条 市は、まちづくりに関して、市民に情報を適切

な時期にわかりやすく提供し、情報の共有に努めま

す。 

（情報の公開） 

第６条 市は、市民の知る権利を保障し、市の保有する

情報について原則として公開します。 

２ 市は、市の保有する情報を市民の共有する財産と

して、大切に管理します。 

（個人情報の保護） 

第７条 市は、保有する個人情報に関して厳重な管理

を行い、他の法令などに定めがある場合を除き原則

として、本人以外には開示してはならないものとし

ます。 

２ 市は、市の保有する個人情報について、開示、訂

正、利用停止などを請求する権利を保障します。 

 

第４章 参画と協働 

（市民の参画） 

第８条 市民は、まちづくりに関する重要な計画の策

定、実施と評価の各段階に参画することができます。 

（参画の推進） 

第９条 市は、市民のまちづくりへの参画を推進しま

す。 

２ 市は、まちづくりへの市民の参画を推進するため、

積極的に参画できる機会の拡大に努めます。 

３ 市民の参画について、必要な事項は別の条例で定

めます。 

（協働の推進） 

第10条 市民、市議会、市は、相互理解と信頼関係の

もとに協働によるまちづくりを推進します。 

２ 市は、協働によるまちづくりを推進するため、そ

れぞれの地域のまちづくりを主体的に担う地域自

治組織の充実に努めます。 

３ 市は、協働によるまちづくりを推進するため、市

民同士が互いに協力できる場の提供、機会づくり、

情報提供などの必要な支援を行うように努めます。

この場合においての市の支援は、市民の自主性を尊

重します。 

（住民投票） 

第11条 市長は、市政に関する特別重要な事項につい

て、市民の意思を確認するため、市議会の議決を経

て、その議決による条例に基づいて、住民投票を行

うことができます。 

２ 住民投票をすることができる人は、本市に引き続

き３か月以上住んでいる市民と本市に引き続き３

か月以上住んでいる特別な許可を受けた外国人（次

の条において「住民」といいます。）とします。 

３ 市長と市議会は、住民投票の結果を尊重します。 

４ 第１項の条例で、住民投票できる人の年齢その他

住民投票の実施に必要な事項を定めます。 

（住民投票の請求・発議） 

第 12条 住民のうち満 20歳以上の人は、市政に関す

る特別重要な事項について、その総数の 50分の１

以上の人数の署名を提出して、市長に対して住民投

票の実施の請求をすることができます。 

２ 市長は、市政に関する特別重要な事項について、

住民投票を規定した条例を議案として市議会に提

出することができます 。 

３ 市議会の議員は、市政に関する特別重要な事項に

ついて、議員の定数の 12分の１以上の者の賛成を

得て、住民投票を規定した条例を議案として市議会

に提出することができます。 

４ 市長は、第１項の請求があった場合は、これに意

見を付け、市議会に諮るものとし、この請求に対す

る取扱いについて必要な事項は別の条例で定めま

す。 

（コミュニティー） 

第13条 市民と市は、町内会、ボランティア団体、老

人クラブ、文化団体、スポーツ団体などの多様なコ

ミュニティー活動を担う団体を守り育てるように

努めます。 

２ 市は、市民相互の親睦、高齢者の介護、子育て、

防犯、防災、生涯学習などのまちづくりの担い手で

あるコミュニティーの重要性を認識し、その自主性

と自立性を尊重しながら、必要な支援を行うように

努めます。 
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第５章 市民 

（市民の権利） 

第14条 市民は、一人一人の自由な意思により、まち

づくりに参画する権利があります。 

２ 市民は、個人として尊重され、安全で安心な生活

を営む権利があります。 

（市民の責務） 

第15条 市民は、一人一人の実情に応じて、できる範

囲でまちづくりに参画するように努めます。 

２ 市民は、参画する場合は、自らの発言と行動に責

任を持ち、互いにまちづくりの活動を尊重し合い、

対等の立場で協力するように努めます。 

 

第６章 市長等 

（市長の責務） 

第16条 市長は、市政の最高責任者として、市民の信

託に応え、この条例を守り、公正で誠実な市政の運

営を行うとともに、その基本方針を明らかにします。 

２ 市長は、市政の運営について、その状況と結果や

将来の構想について市民に説明するとともに、市民

の意向を的確に把握し、市政の課題に対処したまち

づくりを推進するように努めます。 

３ 市長は、本市の魅力や情報を積極的に国内外へ発

信するように努めます。 

４ 市長は、市職員を適切に指導監督するとともに、

効率的、効果的な市政運営のため、市職員の人材育

成を図り、適切な能力の評価とその配置に努めます。 

（市職員の責務） 

第17条 市職員は、誠実で公正、公平な立場で法令な

どを守り、市民の視点に立って職務を効果的に行う

ように努めます。 

２ 市職員は、必要な知識、技術などの能力向上のた

め自己研さんに努めます 。 

３ 市職員は、自らも市民としての自覚を持ち、積極

的に地域活動に参加するように努めます。 

４ 市職員は、地域の課題解決に向けて、必要に応じ

て市民と市との意思疎通を図るための役割を担う

ように努めます。 

 

第７章 市議会 

（市議会の役割） 

第 18条 市議会は、市の意思を決定する機関として、

市民の意思が、市政の運営に適切に反映されるよう

活動するとともに、適正に市政運営が行なわれてい

るかを監視し、けん制する役割を果たします。 

（市議会の責務） 

第19条 市議会は、会議の公開を原則とし、市議会の

保有する情報を市民と共有し、政策決定の経過と内

容を適切にわかりやすく市民に説明することによ

り、開かれた市議会の運営に努めます。 

（市議会議員の責務） 

第20条 市議会議員は、市民の信託に応えるため、自

らの役割を認識し、公正で誠実にその職務を遂行し

ます。 

２ 市議会議員は、法令に基づいて市政に関する調査、

議案の提出などの議員の役割を積極的に果たすよ

うに努めます。 

 

第８章 市政の運営 

（運営の原則） 

第21条 市は、市の条例、議会の議決、法令等に基づ

く事務を自らの判断と責任において誠実に管理し、

執行します。 

２ 市は、行政サービス向上のため、総合的、計画的、

公正で透明性の高い市政運営を行います。 

（総合計画） 

第22条 市は、この条例の理念に基づいた基本構想と

これを実現するための計画（以下「総合計画」とい

います。）を策定します。 

２ 市は、総合計画について、社会状況の変化に合わ

せ、必要に応じて見直しを行います 。 

（行政評価） 

第23条 市は、総合計画に基づき行われる政策と事業

について評価を行い、その結果を公表します。 

２ 市は、前項の評価と公表の方法について基準を示

した指針を定めます。 

３ 市は、第１項の評価の結果を、その政策と事業に

反映させるように努めます。 

（財政運営） 

第24条 市は、総合計画に基づく政策の目標を達成す

るため、期間を定めた財政計画を策定し、最小の経

費で最大の効果が得られるような健全で継続可能

な財政運営を行います。 

２ 市は、総合計画に基づく政策の目標を達成するた

め、適切な予算の編成を行い、効率的で効果的な予

算の執行に努めます。 

３ 市は、予算の内容や財政状況を市民にわかりやす

く公表します。 

（説明責任） 

第25条 市は、市政について、市民に説明する責任を
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負うとともに、市民が説明を求めた場合に、誠実に

受け答えするように努めます。 

（組織） 

第26条 市は、市民にわかりやすく、社会の変化に柔

軟に対応できる簡素で機能的な組織の編成に努め

ます。 

（審議会等） 

第27条 市は、審議会等の委員を選任する場合は、そ

の一部に公募による委員を加えるように努めます。

ただし、公募による委員の選出が適当でないと認め

られる場合については、これを加えないことができ

ます。 

２ 審議会等の会議は、原則として公開します。 

（市の関与団体等） 

第28条 市は、市の関与する団体などに対して、その

目的が適切に達成されるよう、必要な意見や助言を

述べることができます。 

（国、北海道や他自治体との連携） 

第29条 市は、国、北海道と対等の関係にあることを

踏まえて、それぞれの役割のもとで連携に努めます。 

２ 市は、道内や道外の自治体と交流を行い、まちづ

くりに必要な情報を交換し、連携して、まちづくり

の推進に役立てます。 

３ 市は、広域的な課題や共通する課題の解決を図る

ため、近隣市町村と連携して、市民サービスの向上

を図るとともに、地域全体の発展に努めます。 

 

第９章 子育て平和運動の推進 

（子育て平和運動の推進） 

第30条 市、学校、地域、家庭とその関係する機関は、

連携して子どもの安全の確保と教育の充実に努め、

本市の次代を担う子どもたちの健やかな成長を支

えるため、市民ぐるみの子育てを推進します。 

２ 市、学校、地域、家庭とその関係する機関は、平

和を願う心を守り育てるため、連携して平和に関す

る学習と活動の機会の提供に努めます。 

 

第10章 国際交流の推進 

（国際交流の推進） 

第31条 市は、世界平和と地域の発展に貢献するため、

サハリン州をはじめとする海外の自治体や団体な

どとの経済、教育、文化などの多様な分野での交流

の推進に努めます。 

 

 

第11章 安全安心なまちづくり 

（防犯と交通安全の推進） 

第32条 市は、学校、地域、家庭とその関係する機関

が連携し、市民が安全で、安心して暮らせるまちづ

くりのため、環境を整備するとともに、防犯活動と

交通安全運動の推進に努めます。 

（危機管理） 

第33条 市は、災害などに際して、市民の生命と財産

を守るため、市民、関係する機関などとの連携と相

互支援のもと、迅速で的確な危機管理に努めます。 

（医療と福祉の充実） 

第34条 市は、市民の健康と安心な生活を守るために、

医療と福祉の充実に努めます。 

 

第12章 自然環境との共生 

（自然環境を活かしたまちづくり） 

第35条 市民と市は、大切な環境を将来に向かって保

全し、次の世代に引き継ぐため、人と自然との共生

を基本として、本市の豊かな自然環境を活かしたま

ちづくりを進めます。 

２ 市民と市は、環境にやさしいエネルギーの活用に

努めます。 

 

第13章 補則 

（条例の見直し） 

第36条 市は、５年を超えない期間ごとに、この条例

が社会清勢などの変化に適合したものかどうかを

検討し、市民の意見を踏まえて、この条例を見直し

ます。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成19年４月１日から施行します。 

（稚内市自治基本条例審議会設置条例の廃止） 

２ 稚内市自治基本条例審議会設置条例（平成 17年

稚内市条例第30号）は、廃止します。 
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Ỉ. ּש ︣ ṇ  

ṕểṖ ḱ  

・これまでの取組を検証するとともに、防災や医療、環境など様々な分野について市民の意識や取組

を把握し、新たな総合計画の基礎資料とするために実施したものです。 

・郵送による配布、回収により実施しました。対象者と配布数及び回収結果は下のとおりです。 

 

 

 

ṕỄṖ  

(ể)  

・近年数年間の変化について点数

化したところ、「商店街などの

賑わい」「農林水産業の活性

化」「医療・福祉などの充実」

が悪化したと感じており、「衛

生面や公害」「道路や交通の

便」「災害への備え」について

は、良くなったと感じていま

す。 

・定住志向は、「ずっと住み続け

たい」「できれば住み続けた

い」を合わせた『住み続けた

い』との回答が 46.3％で、５

年前の前回調査と比べると、

13.2ポイント減少していま

す。 

・転出希望理由、転出理由は、「仕事の関係」「充実した医療環境を求めて」「生活の利便性を求め

て」の順となっています。 

 

 

  

対象者 配布数 回収数 回収率 

市内居住の 18歳以上の方 2,000 495 24.8％ 

 

36.3%

25.2%

17.0%
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ḱ ṕ Ṗ
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(Ễ) ḱ  

・まちづくりについて「関心がある」

と「少し関心がある」を合わせた

『関心あり』は 55.4％で、過半数以

上が関心を持っています。 

・一方で、地域活動へ現在参加してい

る方は、29.7％にとどま

っていますが、地域活動

への参加意向は 51.3％

と、半数程度の方は参加

意向ありとなっていま

す。 

・行政が主体的に取り組む

べきものは、「生活道路

の除雪・排雪」や「防災

活動」の他に、福祉関係

の支援が多く挙げられて

います。地域・市民・事業所ができること、やるべきこととしては、「ごみの減量・リサイクル」

「まちの美化・緑化」などの環境に関することや、レクリエーション・健康づくり・スポーツなど

の活動などが多く挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ễ) ḱ  

・点数化した満足度を見ると、最も満足度の高い施策は「安全で安心な子育て環境をつくる」であ

り、最も低い施策は「医療体制の充実」となっています。 

・「医療体制の充実」の不満な理由は、『病院が少ない』『医師不足』『専門医が少ない』などの理

由が挙げられています。 
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(Ệ) 10 ךּ  פּךּ︡

・出現頻度が高い単語を抽出した結果、「住む」「充実」「安心」「若者」などの単語が多く、「医

療」「賑わう」「充実」「高齢者」が特徴的なキーワードとなっています。 

・具体的には、『子ども子育て、若者』に関しての意見が最も多く、「子育てしやすい街」「若い

人が活躍できる街」などが挙げられています。次いで『住みやすさ・暮らしやすさ』に関しても多

くなっています。 

 

(ệ)  

・病院や医師の不足等を理由に「医療体制の充実」に関する満足度が低くなっています。また、近年

の変化として「医療・福祉などの充実」は悪化していると感じている方が多くなっています。一

方、転出希望理由、転出理由では仕事関係を除くと「充実した医療環境を求めて」が最も多く挙げ

られていることから、医療体制が定住志向を下げる一因になっているものと考えられます。 

・また転出希望理由、転出理由のうち「生活の利便性を求めて」も次いで挙げられています。近年の

変化としても「商店街などの賑わい」は悪化していると感じている方が多く、さらに「総合的な交

通体系の構築」「まちのにぎわいを取り戻す」などの施策は、重要と感じているが、満足度の低い

施策となっています。これらを踏まえると、利便性や賑わいなどについても、定住志向を下げる一

因と考えられます。 

・まちづくりに関しては過半数以上が関心を示し、地域活動への参加意向も過半数の方は、参加意向

がある一方で、現在地域活動へ参加している方は、約３割にとどまっています。地域・市民・事業

所ができること、やるべきこととしては、レクリエーション・健康づくり・スポーツなどの地域活

動なども多く挙げられていることから、市民の主体的な活動を促し、新たな賑わいを創出していく

必要があると考えられます。 

・10年後の稚内の希望する姿では、子ども子育て・若者に関するキーワードが多いことや、医療体制

への不満な状況がある中で、行政が主体的に取り組むべきものとしては、福祉・医療関係の支援が

多く挙げられており、行政を中心とした医療・福祉のさらなる充実が求められています。 
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ỉ.  

 

ǉ  
 

Φϥ  

変化の激しいこれからの社会を生きるために、確かな学力、豊かな心、健やかな体の知・徳・体のバ

ランスのとれた力。 

 

ӱ  

よその土地にうつり住むこと。 

 

ϱЛЦ˔Єдр 

生産技術が画期的に革新されること。技術革新。 

 

ϱЦрЕЀрЦрЄдр 

企業が新製品の情報などを発信する展示会や見本市、学者らが研究成果を発表したり、意見交換した

りする学術会議、国内外の研究者が集う国際会議などのこと。 

 

ϱрНϳрЖ 

外国人が訪れてくる旅行のこと。 

 

ᴛע῟ᴮϹІ 

二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、フロンガスなど、赤外線を吸収し、再び放出する性質がある気

体のこと。この性質のため、暖められた地球の表面から地球の外に向かう赤外線の多くが、熱として大

気に蓄積されることで、地球の表面の気温が高くなる。 

 

ǒ  
 

ᶋᴪ  

夫婦や親子だけで構成される家族のこと。 

 

ᶘ Ӿ 

昼間、保護者のいない家庭の小学校児童等の育成指導のため、遊びを主体とする健全育成活動を行う

地域組織。 

 

ḩἰ ῢ 

移住した「定住人口」や観光に来た「交流人口」ではなく、地域や地域の人々と多様に関わる人。 

 

ṞỘ 

新しく事業を起こすこと。 
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ṁỲ 

特定の目的のために、財産を維持し、資金を積み立て、または定額の資金を運用するためのもの。 

 

Ṫ ᶗ  

生産技術が画期的に革新されること。イノベーション。 

 

ϺазϯễӾ 

一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャ

リア発達を促す教育。 

 

ỏ  

自分が生まれ育った土地。故郷。 

 

Ẹ  

複数の主体が何らかの目標を共有し、ともに力を合わせて活動すること。協働は、責任と行動におい

て、相互に対等であることが不可欠であり、行政も地域の一員として、住民の目線で携わることが望ま

しく、企業や各種団体等も含む、あらゆる住民が相互に連携し、主体的にまちづくりに寄与していくこ

とが本義とされている。 

語源は、｢地域住民と自治体職員が協力して自治体政府の役割を果たしていく｣という概念を表す言葉

として米国政治学者が用いだ“Coproduction”（co「共に」、production「つくる」）という造語を「協働」

と訳したもの。 

 

Ộ Ὃ ὓᵊˢBCPx 

災害発生時など、人材や資材に制約がある状況下でも、適切に業務を進めるために備えておく計画。 

 

ἶ  

藻類の一種である珪藻の殻の化石よりなる堆積物（堆積岩）のこと。 

 

ὲῴ  

健康上の問題がない状態で日常生活を送れる期間のこと。 

 

ˢ χˣ῝׃ Ṑ  

水源涵養、土砂流出の防止、二酸化炭素吸収など機能のこと。 

 

ῖ ϱрТж 

道路、鉄道などの公共施設。 

 

ῖ ῢ 

観光や交流、商用などで本市を訪れる市外の人。 
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‰ṛᶊ  

ԁ ⁯ Ϟ︠ Ϭꜛ כּ ρΰο ΰθלχ‰Μ ʻ 

 

ῇṍ‰  יּ

75歳以上の高齢者。 

 

⁯ᾫʾ ◦ Ỳ 

市が行う事業に対する国や北海道からの補助金等。 

 

ЀЬвИГϰ˔ 

共同体または地域社会。 

 

ǜ  
 

™ ᴦ ϵКиϻ˔ 

一度利用しても比較的短期間に再生が可能であり、資源が枯渇しない、永続的に利用できると認めら

れるエネルギー。例として太陽光・風力・地熱等。 

 

ЂМзрФкЅϴϼЕ 

サハリン島を取り巻く 9つのエリア(鉱区)で石油・天然ガスを開発するプロジェクト。 

 

▀ʾᶘʾḂʾỲ 

従来の産（産業）学（大学等研究機関）官（国・道・市などの公共）の連携に加えて、地域企業と密

接な関係にある地域金融機関とも連携してより実効性の高い産業の活性化を図る取組のこと。 

 

▀ỘễӾ 

中学校、高等学校、大学または高等専門学校が、生徒または学生等に対して、農業、工業、商業、水

産業その他の産業に従事するために必要な知識、技能及び態度を習得させる目的をもって行う教育。 

 

ⱧỘὋ ὓᵊˢBCPx 

企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を最小

限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動

や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画のこと。 

 

ꜛ︠ ←  

自主的な防災活動を行うため、自治会や校区などの単位で住民が作る防災組織。 

 

◊  

歴史上の重要事件や施設があった場所。 
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ᵓⱢזּ  

道路、鉄道、学校など社会に不可欠の公共施設のことで「インフラ」とも呼ばれる。 

 

ḢΊ 

複数の観光地を移動し宿泊地を変えて行く旅行形態。 

 

ᵶᶘ  

人々が生涯に行うあらゆる学習（学校教育，社会教育，文化活動，スポーツ活動，レクリエーション

活動，ボランティア活動，企業内教育，趣味など）を様々な場や機会において行う学習。 

 

Ộ  

商店街やショッピングセンターのように、多数の商店が集まったところ。 

 

Ӿ 

様々な経験を通じて食に関する知識や食を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができ

るようにすること。 

 

ḕἷּזᵓ 

製品等が廃棄物等となることを抑制し、それでも排出された廃棄物等はできるだけ資源として再利用

し、どうしても利用できないものは適正に処分され、環境負荷ができる限り低減される社会。 

 

ᾛ  

森林の土壌が降水を貯留し、河川へ流れ込む水の量を平準化して洪水を緩和するとともに、川の流量

を安定させること。さらに、雨水が森林土壌を通過することにより、水質が浄化される機能のこと。 

 

ІϼжАФʾϯрЖʾРиЖ 

予算や組織を新しく作る場合に組織が肥大化しないよう同等の組織を廃止すること。また、古くなっ

た設備や工場を廃棄し、新しい設備や工場に置き換えるという意味もある。 

 

ᶨ Ḉ  

食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が、その発症・進行に関与する疾患群。 

 

Ј˔ТГϰКАЕ 

個人や企業に経済的なリスクが発生したとき、最悪の事態から保護する仕組み。 

 

Ǧ  
 

Ặ ╥ᵊ 

男女がそれぞれの個性と能力を発揮して、あらゆる分野でともに参画し、協力していくこと。 
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ӽϵКиϻ˔ᵓּז 

市内で生まれたエネルギーを市内で有効に使う仕組みを構築し、エネルギーの地産地消を担う会社。 

 

ӽẶ  ᵓזּ

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主

体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きが

い、地域をともに創っていく社会。 

 

ӽ ♅ 

それぞれの地域において人びとが安心して暮らせるよう、地域住民や公私の社会福祉関係者がお互い

に協力して地域社会の福祉課題の解決に取り組む考え方。 

 

ӽ ᶧϾϯЄІГЭ 

高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮

らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制を構築するこ

と。 

 

Ẕᴛ ᴟ 

大気中の二酸化炭素やメタンガス等の温室効果ガスが人間の経済活動などに伴って増加し、森林の破

壊などによって、二酸化炭素の吸収量が減少することで地球全体の気温が高くなる現象。 

 

▀  

｢地元生産・地元消費｣を略した言葉で、地元で生産されたものを地元で消費するという意味。 

 

ῖ  

国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税のそれぞれ一定割合の額で、地方公共団体が

等しくその行うべき事務を遂行することができるよう一定の基準により国が交付するもの。 

 

№ 

地方公共団体が財政収入の不足を補うため、あるいは地方公営企業の建設、改良などの資金調達のた

めに行う借入金のうち、1会計年度を超えて返済される長期借入金をいう。 

 

ᾂ 

政治・行政において統治権を中央政府から地方政府に部分的、あるいは全面的に移管すること。 

 

ᴟ 

消耗品やインフラ等の耐久性を向上させ、改修や補修等により施設が長持ちするようになること。 

 

 

一定の場所に住居を決めて生活を営むこと。 
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ꜛ ί 

中心市と近隣市町村が相互に役割分担し、連携・協力することにより、必要な生活機能等を確保する

圏域のこと。 

 

 ᵓזּ

地球温暖化の原因である二酸化炭素（ＣＯ2）などの温室効果ガスの排出を、自然が吸収できる量以内

に削減するため、低炭素エネルギーの導入などの環境配慮を徹底する社会システム。 

 

ᵰ  

外来生物（海外起源の外来種）であって、生態系、人の生命・身体、農林水産業へ被害を及ぼすもの、

または及ぼすおそれがあるもの。 

 

ὲῴ ₰ 

生活習慣病の予防のために、40歳から 74歳までの方を対象としたメタボリックシンドロームに着目

した健診。 

 

Ǳ  
 

ӽạ  

都市住民が農山漁村などの地域にも同時に生活拠点を持つ多様なライフスタイル。 

 

Ƕ  
 

НϱϷЫІ 

生物資源（bio）の量（mass）を表す概念で、再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いた

もので持続的に再生可能な資源。 

 

МЃ˔ЖЫАФ 

自然災害による被害の軽減や防災対策に使用する目的で、被災想定区域や避難場所、避難経路などの

防災関係施設の位置などを表示した地図のこと。 

 

М˔ЖʾЊТЕ 

構造物や機材をハードと称し、仕組みやプログラム等をつくりあげることにより物事を進めていく考

えのことをソフトと呼ぶ。 

 

 

その土地の気候・地質・景観などに見られる環境。 

 

ᴥᴣ  

他とは違う何らかの独自の価値を商品やサービスなどにつけ加えること。 
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力添えをして助けること。 

 

ώϥήρ  

自分が応援したい自治体へ寄附をすることで、寄附金に応じた税の控除を受けられる仕組みのこと。 

 

ФкЯ˔Єдр 

消費者に製品やサービスを認識させ、購買へと誘導するための活動のこと。 

 

ШІСЌзГϰ 

顧客に提供する個々のサービスに対し、それらの質を高めるための考え方のこと。従業員の接遇能力

を向上させることで、顧客に「また来たい」と思わせるような高次のサービスを提供できるようにする。

「おもてなしの心」とも言われる。 

 

ớᵤ‚  

北極海を経由して太平洋と大西洋を結ぶ航路。 

 

Ъ˔ЕЈ˔иІ 

港の管理者が関連企業等に自らの所有する港のメリットを説明し、船舶や貨物を誘致すること。 

 

ȅ  
 

 

ȋ  
 

Ἱ ᴟ∞ 

建造物，工芸品，彫刻，書跡，典籍，古文書，考古資料，歴史資料などの有形の文化的所産で，我が

国にとって歴史上，芸術上，学術上価値の高いものの総称。 

 

гКІЀ Ἱ ᴟӹ▀ 

国際連合教育科学文化機関(ユネスコ)の無形文化遺産保護条約に基づき、人から人へと継承される芸

能や祭礼、伝統工芸などを対象に登録される遺産。 

 

ʾכ◦ ᵒῐ  יּ

介護保険法に基づき、何らかの支援・介護が必要と認定された者。 

 

Ȑ  
 

жϱТІЌϱи 

生活の様式や価値観。 
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ᾆ  

診療に従事しようとする医師が、二年以上、大学に付属する病院または厚生労働大臣の指定する病院

において研修を受ける制度。 

 

Ȗ  
 

мрІЕАФЂ˔РІ 

１箇所で必要な行政手続きを全て済ませること。 

 

ȠɩɓȟɗɁɆɵ Ἤ 
 

AIsArtificial Intelligenceˣ 

人工知能。自然な会話や学習による知識の獲得、状況に応じた判断など高度な知能を必要とする作業

を、コンピューター上に構築した人工的な知能を用いて再現する仕組み。 

 

DIDsDensely Inhabited Districtˣ ῢ 

人口密度約 4,000人/kｍ2以上の基本単位区がいくつか隣接し、合わせて人口 5,000人以上を有する

地域の人口。 

 

DMOs Destination Management Organizationˣ 

自然、歴史、食、芸術、芸能、風習、風俗、観光施設など当該地域にある観光資源に精通し、地域と

協働して観光地域づくりを行う法人のこと。 

 

DVs Domestic Violenceˣ 

同居関係にある配偶者や恋人など親しい関係の人から加えられる暴力。家庭内暴力。 

 

EPAsEconomic Partnership Agreementˣ 

経済連携協定。貿易の自由化に加え，投資，人の移動，知的財産の保護や競争政策におけるルール作

り，様々な分野での協力の要素等を含む，幅広い経済関係の強化を目的とする協定。 

 

FTAsFree Trade Agreementˣ 

自由貿易協定。特定の国や地域の間で，物品の関税やサービス貿易の障壁等を削減・撤廃することを

目的とする協定。 

 

ICT(Information and Communication Technology) 

日本語では「情報通信技術」と訳され、従来のＩＴと同義ではあるが、ICT では人と人、人と物の情

報伝達といったコミュニケーションがより強調されており、IT に代わる言葉として一般的に使われて

いる。 

 

IoT(Internet of Things) 

身の回りのあらゆるモノがインターネットにつながる仕組みのこと。 
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NPOsNonprofit Organizationˣ 

非営利での社会貢献活動や慈善活動を行う市民団体のこと。 

 

PDCAЂϱϼи 

Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Action（改善）の 4段階を繰り返すことによって、

業務を継続的に改善する手法。 

 

SNSsSocial Networking Serviceˣ 

共通の趣味を持つ人達との交流を目的としたサービスの総称のこと。 

 

ͪЌ˔р 

大都市圏の居住者が地方に移住する動きのことで、Ｕターンは出身地に戻る形態を指す。 

 

͏Rs Із˔ϯ˔иˣ 

① Reduce（リデュース：発生抑制）、② Reuse（リユース：再使用）、③ Recycle（リサイクル：再利

用）の３つのＲ（アール）の総称。 
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